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第 ６ 回   熊本県議会  経済環境常任委員会会議記録 

 

令和５年２月24日(金曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前10時33分休憩 

午前10時40分開議  

            午前11時46分休憩 

午前11時54分開議 

午前11時56分閉会 

   ―――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 令和４年度熊本県一般会計補

正予算(第11号） 

 議案第２号 令和４年度熊本県中小企業振

興資金特別会計補正予算(第１号） 

 議案第10号 令和４年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計補正予

算(第１号） 

 議案第14号 令和４年度熊本県電気事業会

計補正予算(第３号） 

 議案第15号 令和４年度熊本県工業用水道

事業会計補正予算(第２号） 

 議案第16号 令和４年度熊本県有料駐車場

事業会計補正予算(第２号） 

 議案第19号 熊本県新型コロナウイルス感

染症対応金融支援基金条例の一部を改

正する条例の制定について 

 議案第21号 財産の取得について 

   ―――――――――――――― 

出 席 委 員(８人） 

        委 員 長 中 村 亮 彦 

        副委員長 荒 川 知 章 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 橋 口 海 平 

        委  員 竹 﨑 和 虎 

        委  員 堤   泰 之 

欠 席 委 員(なし） 

委員外議員(なし） 

―――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部 

         部  長 小 原 雅 之 

       政策審議監 横 尾 徹 也 

医 監 山 口 喜久雄 

        環境局長 波 村 多 門 

      県民生活局長 永 江 昌 二 

     環境政策課長 江 橋 倫 明 

     水俣病保健課長 入 田 秀 喜 

     水俣病審査課長 枝 國 智 子 

    環境立県推進課長 吉 澤 和 宏 

      環境保全課長 村 岡 俊 彦 

      自然保護課長 蓑 田 公 彦 

    循環社会推進課長 福 原 彰 宏 

  くらしの安全推進課長 東 田 智 裕 

      消費生活課長 福 永 公 彦 

男女参画・協働推進課長 板 橋 麻 里 

    人権同和政策課長 鈴   和 幸 

 商工労働部 

部 長 三 輪 孝 之 

政策審議監 

兼商工雇用創生局長 上 田 哲 也 

産業振興局長 内 藤 美 恵 

商工政策課長 津 川 知 博  

商工振興金融課長 篠 田   誠 

首席審議員 

兼労働雇用創生課長 工 藤 真 裕 

 産業支援課長 辻 井 翔 太 

エネルギー政策課長 岡 山 公 明 

企業立地課長 工 藤   晃 

観光戦略部 

部 長 原 山 明 博 

政策審議監 府 高   隆 
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観光交流政策課長 久 原 美樹子 

観光企画課長 川 㟢 典 靖 

観光振興課長 石 井 利 幸 

首席審議員     

兼販路拡大ビジネス課長 前 田   隆 

 企業局 

局 長 竹 田 尚 史 

総務経営課長 亀 丸 明 弘 

工務課長 伊 藤 健 二 

労働委員会事務局            

局 長 吉 野 昇 治 

審査調整課長 舟 津 紀 明 

―――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 山 本 さおり 

     政務調査課主幹 近 藤 隆 志 

   ―――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○中村亮彦委員長 おはようございます。た

だいまから第６回経済環境常任委員会を開会

いたします。 

 本日の委員会に１名の傍聴の申出がありま

したので、これを認めることといたしまし

た。 

 なお、本日の委員会はインターネット中継

を行っておりますので、委員並びに執行部に

おかれましては、発言内容が聞き取りやすい

ように、マイクに向かって明瞭に発言いただ

きますようお願いします。 

 それでは、本委員会に付託された議案等を

議題とし、これについて審査を行いますが、

今回も、新型コロナウイルス感染症対策とし

て、３密を防ぐため、次第に記載の２つのグ

ループに分けて議案等に関する説明を求める

ことといたしております。 

 まず、環境生活部の議案の審査を行い、休

憩を挟みまして、商工労働部、観光戦略部、

企業局、労働委員会の議案の審査を行いま

す。その後、再度休憩を挟みまして、付託議

案の採決を行います。 

 それでは、環境生活部の議案についての説

明をお願いしますが、説明は、効率よく進め

るために、着座のまま簡潔に行ってくださ

い。 

 それでは、環境生活部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

します。 

 初めに、小原環境生活部長。 

 

○小原環境生活部長 環境生活部関係議案の

概要につきまして御説明いたします。 

 今回提出しております議案は、予算関係１

件でございます。 

 委員会説明資料の１ページをお願いいたし

ます。 

 令和４年度２月補正予算総括表になります

が、左から３列目、補正額(Ｂ)の下から３つ

目、一般会計合計欄のとおり、１億6,900万

円余の減額補正をお願いしております。 

 その主な内容は、国の補正予算に対応した

国立公園等における国際化・老朽化対策等整

備交付金事業等の増額や水俣病総合対策費等

扶助費が当初の見込みを下回ったことによる

減額等でございます。 

 これによりまして、特別会計を含めた環境

生活部の令和４年度の予算総額は、最下段、

総合計の左から４枠目のとおり、178億800万

円余となります。 

 そのほか、繰越明許費や債務負担行為につ

いてもお諮りしております。 

 詳細につきましては、関係課長が御説明い

たしますので、御審議のほどよろしくお願い

申し上げます。 

 

○中村亮彦委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いします。 

 

○江橋環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 説明資料２ページをお願いします。 
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 公害対策費ですが、総額1,371万円余の増

額補正をお願いしております。 

 右の説明欄の、まず１、職員給与費につき

ましては、環境政策課職員給として、1,716

万円余の増額をお願いしております。 

 職員の給与は、前年度に在籍しておりまし

た職員の給与を基に当初予算を編成しており

ましたので、それを今年度の職員の給与に合

わせて補正するものでございます。 

 なお、この職員給与の補正につきまして

は、各部とも同様でございますので、各所属

からの説明は省略させていただきます。 

 次の２、環境立県推進費の水銀フリー推進

事業につきましては、旅費の一部の執行見込

みがない分ですとか、啓発動画の作成に要す

る経費の減など、344万円余の減額をお願い

しております。 

 環境政策課は以上です。 

 

○入田水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 ３ページをお願いいたします。 

 ２段目、公害保健費につきましては、１億

8,700万円余の増額補正をお願いしておりま

す。 

 右側説明欄１、公害被害者救済対策費で、

(1)水俣病関連情報発信支援事業は、水俣病

発生地域の市や町が行う情報発信の支援に要

する経費、(2)環境・福祉モデル地域づくり

推進事業は、慰霊式やもやい直しの取組への

支援に要する経費となっておりますが、いず

れも、新型コロナウイルス感染症の影響によ

る補助事業の中止等による事業費の減でござ

います。 

 ２の水俣病総合対策事業費の減額は、水俣

病被害者の療養費等の最終見込額が、対象者

数の減少等により、予算額を下回ることによ

るものでございます。 

 ３の国庫支出金返納金の増額は、概算で受

け入れておりました令和３年度の水俣病総合

対策費補助金の確定等に伴い、余剰となった

補助金を国へ返納するものでございます。返

納の主な理由は、医療事業において、手帳所

持者の死亡による対象者数の減少に伴い、扶

助費の執行額が概算受入額を５％程度下回っ

たことによるものでございます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 水俣病認定患者保健指導事業及び物価高騰

対策事業として、300万円余の繰越明許費の

設定をお願いしております。 

 保健指導事業は、公用車としての電気自動

車購入経費で、納期の大幅な遅れによるも

の、また、物価高騰対策は、胎児性患者等の

支援事業者を対象とした12月補正案件で、不

測の事態に備えた設定でございます。 

 ただし、これらの事業につきましては、本

日時点で、年度内完了のめどが立ちましたこ

とから、実際の予算の繰越しは行わない予定

でございます。 

 ５ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 水俣病総合対策事業等委託事業として、水

俣病審査課の分も含め、6,900万円余をお願

いしております。 

 これは、健康診査や相談窓口といった委託

業務につきまして、年度当初から実施する必

要があることから、今年度中に契約を締結す

るため、債務負担行為を設定するものでござ

います。 

 水俣病保健課は以上です。 

 

○枝國水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 ６ページをお願いいたします。 

 下の段、公害保健費につきまして、1,100

万円余の減額補正をお願いするものです。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 公害被害者救済対策費のうち、（1）の水俣

病認定検診費については、新型コロナウイル
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ス感染防止のため、検診等の実施を一時見合

わせたことなどに伴う所要見込額の減による

ものでございます。 

 (2)の争訟対策費は、裁判が２件終結した

ことに伴います訴訟費用の所要見込額の減に

よるものです。 

 説明は以上です。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 ７ページをお願いします。 

 １段目の職員給与費の補足です。 

 財源内訳のその他の欄の690万円余の特定

財源ですが、これは、九州電力から派遣され

ている職員の給与相当額の企業版ふるさと納

税に係る財源充当でございます。 

 次に、２段目の公害対策費です。 

 説明欄の１の環境保全基金積立金は、運用

利息確定に伴う増です。 

 ２の環境政策推進費は、環境センターの高

圧受変電設備改修費用が見込みを下回ったこ

とによる減です。 

 ３の環境立県推進費の(1)県民ゼロカーボ

ン行動促進事業は、イオン九州から頂いたレ

ジ袋の収益に係る寄附金の財源充当です。 

 (2)の2050くまもとゼロカーボン推進事業

は、初期投資ゼロモデルで県南の振興局に太

陽光発電を設置する工事が令和５年度になっ

たことによる附帯工事費の減など、本年度実

施できない事業の減額です。 

 (3)球磨川流域ゼロカーボン先進地創出事

業については、球磨川流域の断熱リフォーム

等を支援する事業ですが、９ページと併せて

説明します。 

 ７ページは、当初想定より申請件数が少な

かったことによる減額です。 

 ９ページですけれども、年度内に住宅の工

事が完了しないケースが見込まれるため、繰

越しの設定をお願いするものです。 

 戻りまして、８ページをお願いします。 

 工業用水道事業会計等繰出金は、経産省が

創設した電気・ガス・食料品等価格高騰重点

支援地方交付金を活用する繰出金等です。 

 10ページをお願いします。 

 債務負担行為の追加です。 

 地下水保全対策事業については、ＪＡＳＭ

近隣での新たな観測井戸の設置及びシミュレ

ーションを年度当初から速やかに開始するた

め、債務負担行為の設定をお願いするもので

す。 

 環境立県推進課は以上でございます。 

 

○村岡環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 11ページをお願いします。 

 上から２段目、公害規制費でございます

が、808万円余の減額補正をお願いしており

ます。 

 その内訳につきましては、右側説明欄に記

載しております。 

 まず、公害監視調査費の(1)保環研機器更

新整備事業は、機器更新の入札残による313

万円余の減、(2)航空機騒音常時監視調査機

器整備事業は、熊本空港周辺７か所に設置し

ている測定機器の整備、更新を行う事業です

が、熊本国際空港株式会社による助成制度に

採択されなかったことに伴う495万円の減で

ございます。 

 続いて、３段目の環境整備費でございます

が、4,893万円の減額補正をお願いしており

ます。 

 その内訳につきましては、右側説明欄に記

載しております。 

 まず、１の上水道費は、水道施設整備事業

における補助対象事業費の減に伴う5,254万

円余の減、２の国庫支出金返納金は、市町村

が実施する水道施設整備の国庫補助事業にお

ける令和３年度事業分の消費税に係る仕入れ

控除税額の国への返納に伴う361万円余の増

でございます。 
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 次に、12ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 大気汚染監視業務として、ＰＭ2.5成分分

析業務委託及び有害大気汚染物質監視に係る

分析業務委託に係る限度額146万円の設定を

お願いするものでございます。 

 環境保全課は以上です。 

 

○蓑田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 13ページをお願いいたします。 

 令和４年２月補正予算の鳥獣保護費でござ

いますが、総額880万円余の減額を計上して

おります。 

 右側説明の欄、２の(1)特定鳥獣適正管理

事業、(2)指定管理鳥獣捕獲等事業、合わせ

て900万円の減額につきましては、所要見込

額の減に伴うものでございます。 

 観光費でございますが、総額１億8,800万

円余の減額を計上しております。 

 右側説明の欄、２の(1)国立公園における

国際化・老朽化対策等整備交付金事業、(2)

国立公園満喫プロジェクト推進事業の減額に

つきましては、国庫内示減に伴うものでござ

います。この減額に伴い、実施を見送った箇

所につきましては、令和５年度予算におい

て、国に対し再度要望を行うこととしており

ます。 

 14ページをお願いいたします。 

 (3)国立公園等における国際化・老朽化対

策等整備交付金事業(Ｒ４国経済対策分)につ

きましては、市房山麓野営場の整備に対する

助成であり、（4）国立公園満喫プロジェクト

推進事業(Ｒ４国経済対策分)では、菊池渓谷

園地における落石対策の調査に係る経費であ

り、合わせて3,600万円余を計上したもので

す。 

 15ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございますが、観光費3,800

万円余を計上しております。 

これは、追加設定の事業名欄にございま

す、先ほど説明しました国立公園等における

国際化・老朽化対策等整備交付金事業(Ｒ４

国経済対策分）、国立公園満喫プロジェクト

推進事業(Ｒ４国経済対策分)の２月補正での

追加計上に伴うものと、県有公園施設営繕の

進捗状況の精査に伴い、繰越額を追加計上し

たものとなります。 

 自然保護課、以上でございます。 

 

○福原循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 １段目の公害対策費につきましては、

2,715万円余の減額補正をお願いしておりま

す。 

 説明欄を御覧ください。 

 ３の環境立県推進費は、バイオマス利活用

推進に係ります国の交付金事業について、申

請がなかったことなどによる減でございま

す。 

 左側２段目、環境整備費につきまして、

1,902万円余の増額補正をお願いしておりま

す。 

 説明欄を御覧ください。 

 内訳でございます。 

 １の一般廃棄物等対策費につきましては、

2,494万円余の減額をお願いしております。 

 (1)の海岸漂着物対策推進事業は、漂着物

の回収や処理を行う市町へ補助を行うもので

す。実績額が当初見込みを下回ることから、

減額をお願いするものです。 

 (3)の災害廃棄物処理基金補助事業は、令

和２年７月豪雨関連の災害廃棄物処理に関す

る市町村への補助でございます。実績額が当

初見込みを下回ることから、減額をお願いす

るものです。 

 (4)の海洋プラスチックごみ対策事業は、

海洋プラごみの削減に向けまして、農業団

体、漁業団体に委託を行った啓発事業やプラ
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ごみの分別収集等に取り組まれます市町村に

対し補助を行うものでございます。業務委託

の入札残や市町村補助が当初見込みを下回る

ことから、減額をお願いするものでございま

す。 

 17ページ、２の産業廃棄物対策費につきま

しては、リサイクル製品等利用促進事業にお

いて、リサイクルに関する設備整備補助の事

業採択がなかったことなどによる減でござい

ます。 

 次に、４の産業廃棄物税基金積立金として

増額をお願いしております。 

これは、前年度分の産廃税充当事業の決算

残額などを積み立てるものでございます。 

 ５の国庫支出金返納金として、増額をお願

いしております。 

 (1)の海岸漂着物等地域対策推進事業国庫

返納金は、令和３年度に実施しました当該事

業の交付額が確定し、執行残額を返納するも

のでございます。 

 (2)の災害廃棄物処理基金補助事業国庫返

納金は、令和２年７月豪雨に係る災害廃棄物

の処理を行う市町村への補助でございます

が、本年度で完了する見込みであることか

ら、環境省の補助金を原資に造成しました基

金の残額を返納するものでございます。 

 18ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加、２件でございます。 

 産業廃棄物適正処理対策業務は、廃棄物処

理に係ります法律相談業務として弁護士との

顧問契約に要する経費でございます。 

エコアくまもと環境教育推進事業は、エコ

アくまもとにおける環境教育の業務委託に要

する経費でございます。 

 いずれも、年度当初からの実施が必要であ

りますことから、債務負担行為の設定をお願

いするものです。 

 循環社会推進課は以上でございます。 

 

○東田くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課です。 

 19ページをお願いいたします。 

 ３段目の青少年育成費でございますけれど

も、202万円の減額補正をお願いしておりま

す。 

 グローバルジュニアドリーム事業につきま

してになりますが、新型コロナウイルス感染

症の影響による航空路線の運休等を踏まえ、

小中学生の台湾・高雄市派遣を中止し、県内

版として、代替事業を実施しましたが、それ

に伴う所要見込額の減額に伴う補正でござい

ます。 

 20ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございます。 

 総務費として、7,306万円を計上しており

ます。 

 高齢運転者安全運転支援装置等設置推進事

業は、高齢運転者に対する後づけのペダル踏

み間違い防止装置やドライブレコーダー設置

に対する補助を行うものですが、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、装置等の入荷

に遅れが生じるおそれがあるため、繰越明許

費の設定をお願いするものです。 

 21ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加が２件あります。 

 まず、性暴力被害者サポートセンター運営

業務は、公益社団法人くまもと被害者支援セ

ンターに委託しており、年度替わりでも切れ

目なく相談支援を実施することができますよ

う、2,328万円余の債務負担行為の設定をお

願いするものです。 

 次に、犯罪被害者見舞金相談窓口関係業務

は、犯罪被害者等に対する見舞金の申請相談

への対応として、同じくくまもと被害者支援

センターに委託しており、年度替わりでも切

れ目なく相談支援を実施することができます

よう、77万円の債務負担行為の設定をお願い

するものです。 

 くらしの安全推進課は以上です。 
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○福永消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 資料の22ページをお願いします。 

 右側の説明欄の２、消費者行政推進費です

が、478万円余の減額をお願いしておりま

す。 

 主な事業といたしまして、(1)の消費者行

政推進対策事業は、審議会の運営や不当な取

引を行う事業者の行政指導、処分に要する経

費です。行政指導等を強化するため、法執行

支援を担う職員の人件費を計上しましたが、

適任者の採用ができなかったことから、人件

費を減額するものです。 

 (2)の地方消費者行政推進事業は、市町村

職員相談員の研修や市町村が取り組む事業へ

の支援に要する経費です。市町村への支援補

助金の所要見込額の減及び会議や研修会のオ

ンライン化に伴う減額です。 

 (5)の消費者自立のための生活再生総合支

援事業は、生活再生の支援が必要な方に対す

る一貫した支援を行うものです。 

 また、(6)の災害関連消費生活相談機能強

化事業は、相談窓口の強化等に要する経費で

す。 

いずれも、コロナ臨時交付金への財源更正

を行うものです。 

 下の説明欄の３、消費生活センター費は、

県消費生活センターの相談、啓発に要する経

費です。相談員の人件費など、所要見込額の

精査による減額を行うものです。 

 24ページをお願いいたします。 

 ２本の事業に係る債務負担行為の追加で

す。 

 上段の消費者問題解決力強化事業は、県消

費生活センターの相談に対して、法律専門家

からの助言や救済制度等の周知、広報を実施

するものです。 

 下段の消費者生活再生総合支援事業は、生

活再生の支援を行うものでございます。 

 いずれも、年度替わりでも切れ目なく相談

に対応できるように、債務負担行為をお願い

しております。 

 消費生活課は以上です。 

 

○板橋男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課です。 

 資料の25ページをお願いいたします。 

 ２段目の社会福祉総務費ですが、右側説明

欄２の社会福祉諸費のコロナ対策分で、くま

もと県民交流館管理運営事業として、パレア

の管理運営経費に890万4,000円の増額をお願

いしております。 

 パレアの会議室等の利用料金収入は、全額

指定管理者への収入として管理運営に充てて

おりますが、新型コロナの影響を依然として

受けており、今年度の会議室等稼働率は、コ

ロナ前と比較して８割程度までしか回復して

おらず、厳しい経営状況となっております。 

 そのため、コロナの臨時交付金を活用し、

今年度の利用料金収入の減少分について、コ

ロナ前の令和元年度をベースに影響額を勘案

して算定し、指定管理者への運営継続支援を

お願いするものです。 

 また、設備改修費の一部については、一般

財源からコロナ臨時交付金へ財源更正を行う

ものです。 

 説明は以上です。 

 

○鈴人権同和政策課長 人権同和政策課でご

ざいます。 

 資料は、26ページをお願いいたします。 

 まず、上段の諸費でございます。 

 948万円余の減額をお願いしています。 

 一番右、説明欄をお願いします。 

 ２番、人権啓発推進費につきまして、862

万円余の減額補正をお願いしています。 

 内訳といたしましては、(1)人権啓発活動

市町村委託事業、これは、市町村が行う人権

啓発活動を支援する経費です。国庫内示減に

伴う減でございます。 
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 (2)広報・啓発事業、これは、当課が行う

人権広報啓発事業です。国庫内示減に伴う減

でございます。 

 次に、下段の社会福祉総務費でございま

す。 

 1,480万円余の減額補正をお願いしていま

す。 

 一番右、説明欄をお願いします。 

 ２番、地方改善事業費につきまして、

1,458万円余の減額をお願いしています。 

 内訳といたしましては、地方改善事業費、

これは、市町村が設置、運営する隣保館事業

を支援する経費です。国庫内示減に伴う減で

ございます。 

 資料27ページをお願いします。 

 320万円の債務負担行為をお願いしていま

す。 

これは、人権啓発業務、具体的には、熊本

ヴォルターズと連携、協力した人権啓発のた

めの業務委託であり、年度当初から実施する

ために債務負担行為をお願いするものでござ

います。 

 人権同和政策課は以上です。 

 

○中村亮彦委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑は、該当する資料のページ番号、担当

課と事業名を述べてからお願いします。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のまま説明をしてください。 

 なお、本日は、先議の委員会でもあります

ので、付託議案を中心に、できるだけ簡潔に

質疑応答いただきますようお願いします。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

○鎌田聡委員 すみません、くらしの安全推

進課に20ページの高齢者の安全装置の関係で

御説明をいただきましたが、要は、取付けの

装置のほうが何かそろってないというお話で

したけれども、今どのくらい申込みあって、

どのぐらいの方々が取り付けられているの

か、あとどのくらいそろえなきゃならないの

か、ちょっと教えていただきたいと思いま

す。 

 

○東田くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課から御説明さしあげます。 

 数値的には、１月末で申し訳ないんですけ

れども、踏み間違い防止装置のほうの設置の

販売台数ということで御報告さしあげます

と、83台ということになります。また、ドラ

イブレコーダーの関係でございますけれど

も、これにつきましては、822ということ

で、とてもちょっと少ない台数のほうになっ

ている状況でございます。 

 

○鎌田聡委員 少ない台数、これは製造が追

いついてないということ、先ほどの説明は、

何かコロナで装置がそろってないということ

だったんですけれども、そういうことです

か。 

 

○東田くらしの安全推進課長 これは、事業

者のほうに入っているドライブレコーダーの

数というのに基づきまして、高齢者のほうの

申請がありまして設置していくものですの

で、業者のほうに在庫ストックがなければ、

設置がどうしても追いついていかないという

ような状況になります。ということで、コロ

ナの関係で半導体の関係が入ってこないとい

う状況もございまして、繰越しのほうをお願

いしているところでございます。 

 

○鎌田聡委員 実際、申込みは、まだ今の販

売台数よりも上回っているということなんで

すよね。 

 

○東田くらしの安全推進課長 あくまでも１

月末、業者のほうから、これだけ設置が終わ
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りましたということで報告を受けている台数

でございまして、２月についても、現在、引

き続き申込みを受け付けているところでござ

いますので、これがどこまで伸びるかという

のは、今のところ業者からの報告待ちという

ことになっております。 

 

○鎌田聡委員 ということは、ですから、申

込みは、まだこれ以上来ているということな

んですよね。で、取付けが保留されていると

いうことでよろしいんですよね。 

 

○東田くらしの安全推進課長 そこは、業者

のほうに申込みが実際にあってて、設置のほ

うがまだ終わってないというところで、委員

のおっしゃるとおりでございます。 

 

○鎌田聡委員 機械がないのは、これはもう

しようがない話ですけれども、やっぱりもう

最近も、その踏み間違いでの事故とか非常に

多く出てきてますので、できるだけ早くいろ

んな対応ができますように、なかなか難しい

点もあるかと思いますけれども、そういった

事故を防止するという観点から積極的にお取

り組みいただきますようお願いしときます。 

 

○中村亮彦委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○竹﨑和虎委員 16ページ、17ページになり

ます。 

災害廃棄物処理支援事業の話であったり、

また、災害廃棄物処理基金補助事業の国庫返

納金についてお話があったところなんですけ

れども、１月24日に、暴風雪で有明海のコン

ポーズやノリ網大きな被害を受けて、その撤

去に関しては、農林水産部のほうになると思

うんですけれども、2,000万円だったですか

ね、予算を組んでこの撤去をやります。 

 で、今度は処分のほうの話になるんですけ

れども、以前御説明受けたときに、環境省さ

んがちょっとお認めになられないもんだか

ら、ちょっとその費用に関してはというお話

があったところなんですけれども。２月20日

に、自民党の有明海・八代海再生のＰＴが東

京のほうであったと聞いております。県のほ

うからも行かれたと伺っております。国の動

きだったり、また、処分の部分は市町村とい

うことであったんですけれども、それを災害

としてお認めになられたのかどうか、そうい

った動きをまず教えていただけないかと思う

んですけれども。 

 

○福原循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 ノリの被害につきましては、今日でちょう

ど１か月ぐらいたつと思います。 

 循環社会推進課では、これまで、被害が発

生しました市町の廃棄物担当課に直接訪問し

たり、電話で重ねて状況をお尋ねいたしまし

た。被害の状況や今後の対応について状況を

伺ったところでございますが、市町の廃棄物

担当課のほうからは、まずは被害状況を把握

したいと、そこがまだできてない状況なんだ

ということでございまして、２月16日に、水

産振興課のほうから、被害額の速報値でござ

いますが、こちらが発表されたところでござ

います。 

 被害を受けたノリの網、支柱については、

既に回収を始められておられる方もある一方

で、３月10日ぐらいまでが漁の最盛期という

ことでございまして、まだ本格的な回収がで

きてないという業者の方もおられると聞いて

おります。３月の10日過ぎますと、本格的な

回収が進んでくるのかなと思っております

が、まだちょっとそういう状況は分かってな

いということでございます。 

 それと、先週の４県の国への合同というこ

とですが、こちらのほうに農林水産部のほう

が出席しておりまして、中でのやり取りにつ
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いては、環境生活部としては詳細までは承知

しておりません。 

 以上でございます。 

 

○竹﨑和虎委員 はい、ありがとうございま

す。 

 最後にあった有八の再生のＰＴですね、環

境省さんも御出席と伺っとったもんですか

ら、何かあったのかなと思ったもんですか

ら、確認いただいて対応していただきたいと

思います。 

 ３億6,000万ぐらいの被害があっとると伺

っておるところですけれども、やっぱりこ

う、市町によって財政状況が異なったり、そ

の処分のやり方に関しても異なってくるのか

なと思うもんですから、県で対応できる部

分、毛頭無理とは承知ですけれども、国庫に

返納するぐらいだったら、そっちに回されぬ

とかなという思いもあるぐらいですので、そ

ういったところも大変苦労されとると、漁民

の皆さん、漁協の関係者伺っとるもんですか

ら、どうぞよろしくお願いしたいと思いま

す。 

 

○福原循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 ノリの処理の方法についてですが、例年で

ございます、ノリ漁が終了すると、来期に向

けて回収したノリ等を陸揚げして、洗浄剤を

振って付着したノリを取り払われると、しば

らくの間置かれるというようなお話も聞いて

ます。 

 今回の被害の網につきましても、即座に処

理するということになると、量も膨大という

ことでコストもかかると思っております。こ

ちらも、例年と同じように洗浄剤を振ってい

ただきまして、しばらく仮置きしていただく

ことで廃棄物としての量も少なくなって、処

理も容易になるのかなということでございま

す。 

 ノリを保管しますフレコンバックとか洗浄

剤、こちらについては、農林水産部の補助の

ほうで対応できると聞いております。 

 そして、最終的にどうしても市町村のほう

で処理できない部分については、専門の処理

業者のほうに処理を委託することになるかと

思いますが、今現在、市町村の担当課のほう

から我々のほうにちょっと要請があっている

部分は、そのノリ網の処理方法とか処理業者

の処分先、それと費用が単価当たり幾らかか

るのか、そういうことをお知りになりたいと

いうことでしたので、先週、その部分につい

ては、一覧表を作りまして、市町村のほうに

お流ししているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○竹﨑和虎委員 市町に寄り添って対応いた

だければと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 以上です。 

 

○中村亮彦委員長 ほかにございませんか。 

  (｢なし｣と呼ぶ者あり) 

○中村亮彦委員長 なければ、以上で質疑を

終了します。 

 それでは、説明員の入替えを行いますの

で、ここで５分間休憩をいたします。 

再開は、あの時計で10時40分から再開をい

たします。よろしくお願いします。 

  午前10時33分休憩 

   ―――――――――――――― 

  午前10時40分開議 

○中村亮彦委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 それでは、本委員会に付託された議案等を

議題とし、これについて審査を行いますが、

質疑については、執行部の説明を求めた後に

一括して受けたいと思います。 

 説明については、商工労働部、観光戦略

部、企業局、労働委員会の順で説明をお願い



第６回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（令和５年２月24日) 

 - 11 - 

します。 

 なお、執行部の説明は、効率よく進めるた

めに、着座のまま簡潔にお願いします。 

 また、本日の委員会は、インターネット中

継を行っておりますので、委員並びに執行部

におかれましては、発言内容が聞き取りやす

いように、マイクに向かって明瞭に発言いた

だきますようお願いします。 

 それでは、初めに商工労働部長から総括説

明を行い、続いて、担当課長から順次説明を

お願いします。 

 まず、三輪商工労働部長。 

 

○三輪商工労働部長 おはようございます。

商工労働部でございます。 

 今回提出しております議案の説明に先立

ち、県内の景気、雇用情勢、新型コロナウイ

ルス感染症や物価高騰への対応並びに半導体

関連産業の強化に向けた取組について、概略

を申し上げます。 

 初めに、２月６日に公表されました日銀熊

本支店の金融経済概観では、「熊本県内の景

気は、持ち直している。先行きについては、

海外の経済動向や原材料価格等の上昇、感染

症の趨勢等の影響を注視していく必要があ

る。」とされています。 

 また、12月の本県の有効求人倍率は、1.38

倍と、前月から0.05ポイント下回っているも

のの、雇用、所得情勢については、｢改善の

動きがみられている」とされております。 

 次に、新型コロナウイルスや物価高騰への

対応についてです。 

 現在、県内では、感染者数が減少し、落ち

着きを取り戻しつつありますが、商工団体が

実施している調査の結果を見ますと、依然と

して約７割を超える事業者の売上高がコロナ

禍前を下回っている状況であり、物価高騰が

続く中でコロナ関連融資の償還が本格化する

など、県内事業者の経営環境は予断を許さな

い状況です。 

 こうした状況を踏まえ、商工労働部では、

関係団体と連携しながら、資金繰り支援や町

なかのにぎわい回復に向けた取組への支援等

により、引き続き、事業者の事業継続を後押

しするとともに、地域経済の回復を図ってま

いります。 

 続いて、半導体関連産業の強化に向けた取

組についてです。 

 県内でＪＡＳＭの工場建設が着々と進む

中、先月には、知事と台湾のＴＳＭＣ本社を

訪問し、幹部の方々に半導体関連人材の育成

や周辺地域における道路をはじめとするイン

フラの整備などに関する県の取組の状況を伝

えてまいりました。ビッグプロジェクトの成

功に向けて、今回の訪問により関係者間の信

頼を深められたことは、大きな成果だと考え

ています。 

 また、本県が熊本大学や県内企業と連携し

て策定した半導体産業の強化及びユーザー産

業を含めた新たな産業エコシステムの形成に

関する事業計画が、今月３日、国の地方大

学・地域産業創生交付金事業に採択され、く

まもと半導体産業振興ビジョンの策定にも弾

みがついたところでございます。 

 今後、この計画に沿って、本県と熊本大学

が連携し、半導体人材の育成や地域企業との

共同研究の強化による国内初の半導体三次元

積層実装の量産化を確立し、新たな地域産業

や雇用の創出につなげてまいります。 

 なお、本日の新聞報道において、ＴＳＭＣ

第２工場が熊本県菊陽町付近に建設する方向

で調整に入ったとの記事がございました。 

 現時点で、ＴＳＭＣからはそのような話は

伺っていませんが、本県としては、まずは建

設中の工場の立ち上げに向け、しっかり取り

組んでまいります。 

 その上で、第２工場が熊本に建設されるの

であれば、日本の経済安全保障の一翼を担う

ことを目的としている本県にとって大変うれ

しい話であり、しっかりと対応してまいる所
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存です。 

 それでは、今回提案しております商工労働

部の議案の概要について御説明申し上げま

す。 

 資料の28ページをお開きいただきたいと思

います。 

 令和４年度２月補正予算は、補正額(Ｂ)の

欄の下段にございますとおり、総額で87億

5,200万円余の増額をお願いしております。  

内訳は、一般会計で66億7,300万円余の

増、特別会計で20億7,800万円余の増でござ

います。 

 一般会計の増額補正の主なものとしまして

は、令和２年７月豪雨で被災した中小企業等

のなりわい再建のための支援、町なかのにぎ

わい回復に向けた支援及び中小企業が行う生

産性向上等を目的としたデジタル機器導入へ

の支援に要する経費がございます。 

 減額補正では、事業復活おうえん給付金の

実績額確定に伴う減額等がございます。 

 また、来年度への繰越しと委託契約等に係

る債務負担行為の設定についてもお願いして

おります。 

 次に、条例等議案ですが、熊本県新型コロ

ナウイルス感染症対応金融支援基金条例の改

正及び産業技術センターにおける財産の取得

について、御審議をお願いしております。 

 以上が今回提出しております議案等の概要

でございますが、詳細につきましては、関係

課長が説明しますので、御審議のほどよろし

くお願い申し上げます。 

 

○中村亮彦委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いします。 

 

○津川商工政策課長 商工政策課です。 

 29ページをお願いします。 

 １段目の労政総務費の510万円余の減額に

ついては、説明欄、「くまもとではたらく」

若者の県内定着促進事業における所要額の減

及び委託に係る入札残でございます。 

 ３段目の大阪事務所費、４段目の福岡事務

所費の説明欄の管理運営費について、それぞ

れ560万円余、420万円余の増額補正は、市町

村からの派遣職員の人件費に係る負担金とな

ります。 

 30ページをお願いします。 

 債務負担行為の追加を３件お願いしており

ます。 

 １段目の飲食店感染防止対策認証業務は、

令和３年度から実施している飲食店の認証事

業について、年度当初より事業を実施するた

め、債務負担を設定するものです。 

 ２、３段目は、大阪事務所及び福岡事務所

の職員宿舎の借り上げ費について、いずれも

年度当初からの契約が必要なため、債務負担

を設定するものです。 

 商工政策課は以上です。 

 

○篠田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 31ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計についてですが、商業総務

費の説明欄１の(1)まちなかにぎわい回復支

援事業は、商店街組織などが実施するイベン

ト等への取組について支援をするものでござ

いまして、繰越しをさせていただき、来年度

も実施をさせていただきたいと考えておりま

す。 

 続きまして、次の32ページをお願いいたし

ます。 

 中ほど、４番の(2)新型コロナ対応事業者

支援総合補助金ですが、これは、今年度４月

から実施しました熊本県事業復活おうえん給

付金の実績額が確定したことに伴い、減額を

するものでございます。 

 続きまして、33ページの一番上、６番の新

型コロナウイルス感染症対応金融支援基金積

立金ですが、これは、コロナの影響により融

資を受けられた事業者に対し、この基金を活
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用して信用保証料等の補助を行うもので、今

年度発生します経費について、積立てを行う

ものでございます。 

 その下になりますが、商工施設災害復旧費

の(2)で、なりわい再建支援事業は、公共事

業の影響等により、これまで事業に着手でき

ていない事業者や事業が完了していない事業

者に対応するため、国の補正予算を踏まえま

して計上するものでございます。 

 34ページをお願いいたします。 

 中小企業振興資金特別会計の２月補正予算

でございます。 

 上段の元金、その下の利子、さらにその下

の公債諸費につきましては、中小企業基盤整

備機構への償還金でございまして、本年度の

償還実績に応じて補正をするものでございま

す。 

 続きまして、36ページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費でございます。 

 上段が商工費になりますが、まちなかにぎ

わい回復支援事業、次の中小企業者価格転嫁

推進事業、その下の原油価格高騰等運送事業

者支援事業は、いずれも本年度の補正予算に

係る事業でございまして、繰越しをさせてい

ただき、次年度にまたがって実施をさせてい

ただきたいと考えております。 

 下段の災害復旧費、なりわい再建支援事業

は、今回の２月補正予算に計上するものでご

ざいまして、繰越しをお願いするものでござ

います。 

 次の37ページをお願いいたします。 

 債務負担行為でございます。 

 上段のなりわい再建支援事業は、なりわい

再建支援補助金に係る受付審査業務につきま

して、年度当初から行う必要があるため、債

務負担行為の設定をお願いするものでござい

ます。 

 下段のなりわい再建支援利子助成は、なり

わい再建支援補助金の自己負担分について、

金融機関から借入れを行われた場合、利子を

助成するものでございます。 

 続きまして、38ページをお願いいたしま

す。 

 中小企業振興資金特別会計の債務負担行為

でございます。 

 貸付償還台帳管理システムの保守業務につ

きまして、債務を設定するものでございま

す。 

 少し飛びますが、57ページをお願いいたし

ます。 

 条例改正でございます。 

 熊本県新型コロナウイルス感染症対応金融

支援基金条例の一部を改正する条例の制定に

ついてです。 

 58ページの概要で説明をさせていただきま

す。 

 この基金は、新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金を財源としておりまし

て、令和２年度に設置をいたしました。 

 １番の条例改正の趣旨といたしましては、

地方創生臨時交付金の令和４年度における国

の取扱いの変更を踏まえまして、この基金の

活用期間を延長するものでございます。 

 ２番の内容といたしましては、基金の活用

できる期限を１年間延長しまして、令和10年

３月31日までとするものでございます。 

 施行日は、公布の日から施行するもので

す。 

 商工振興金融課は以上でございます。 

 

○工藤労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 39ページをお願いいたします。 

 ２月補正予算について説明させていただき

ます。 

 上段の労政総務費の２、労政諸費、(3)火

の国ハイツ跡地活用検討事業は、旧火の国ハ

イツの活用を検討するための事業です。 

 今年度は、民間事業者への活用方法の比較
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検討の調査を委託する予定でしたが、庁内に

おける有効活用の方向性が決定しなかったこ

とから、調査費等の減額を行うものでござい

ます。 

 下段の職業訓練総務費、３、認定訓練事業

費の認定訓練実施事業は、労働者の技能向上

を促進するため、中小企業等の事業主や団体

等が行う職業訓練への運営費補助でございま

す。訓練実績の確定に伴う減額を行うもので

ございます。 

 40ページをお願いいたします。 

 下段の職業能力開発校費の職業能力開発校

運営費の高等技術専門校管理運営費は、コロ

ナ禍における原油価格、物価高騰の影響によ

り、不足する専門校の運営費に要する経費、

電気費用でございます。 

 次に、３の職業能力開発事業費の(3)離職

者訓練事業は、厚生労働省から委託を受け、

民間事業者に再委託をし、離職者の職業訓練

を行う事業でございます。受講者数が計画数

を下回ったことに伴い、訓練事業費の減額を

行うものでございます。 

 飛びまして、42ページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費について説明させていただきま

す。 

 技術短期大学校教育対策事業ですが、これ

は、技術短期大学校の体育館に設置されてい

る電動式移動観覧席の修繕について、長引く

半導体不足の影響により、一部部品の納入が

延期、遅延しておりまして、年度内での事業

完了が見込めないため、翌年度に繰り越すも

のでございます。 

 43ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加を６事業お願いしてお

ります。 

 いずれも年度当初から各種相談等の事業を

行うための委託契約を今年度内に行う必要が

あることから、債務負担行為の設定をお願い

するものでございます。 

 次に、45ページをお願いします。 

 債務負担行為の変更でございます。 

 上段のしごと相談・支援センター関係業務

につきましては、求職者等に対する就労支援

のためのキャリアカウンセリング及び生活相

談に関する相談窓口として、ハローワークと

一体となったワンストップサービスを行って

おります。継続して相談業務を行う必要があ

るため、債務負担行為の追加設定をするもの

でございます。 

 下段の離職者訓練等委託業務は、２か年ま

たは３か年にわたる離職者訓練コースについ

て、債務負担の追加設定をするものでござい

ます。 

 労働雇用創生課は以上でございます。 

 

○辻井産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 説明資料の46ページをお願いします。 

 ２月補正予算について、概要を御説明しま

す。 

 まず、表３段目の工鉱業振興費です。

1,712万円余の減額をお願いしております。 

 主なものを御説明いたします。 

 (1)地場企業立地促進費補助は、地場企業

の設備投資及び雇用等に対して助成を行うも

のですが、今年度中に交付予定であった企業

が交付要件を満たすことができなくなったこ

と等により、１億920万円余を減額するもの

でございます。 

 続きまして、47ページをお願いいたしま

す。 

 (6)中小企業ＤＸ推進事業補助金は、コロ

ナ禍や物価高騰により影響を受けた県内中小

企業が行う生産性向上と業績改善を目的とし

たデジタル機器等の導入に対する助成に要す

る経費でございます。国のコロナ交付金が繰

越可能となったことを踏まえ、今回前倒しで

１億円を計上しているものでございます。 

 続きまして、表３段目の産業技術センター
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費です。 

 １億6,917万円余の減額をお願いしており

ます。 

 主なものを御説明いたします。 

 下のほうにございます３、試験研究費の新

規外部資金活用事業(特別支援事業)について

は、ＪＳＴからの委託金等を財源に試験研究

を行うものですが、受託事業の採択件数が当

初見込みよりも減少してしまったことから、

１億7,654万円余の減額をするものでござい

ます。 

 以上、産業支援課では、合わせて１億

6,138万円の減額をお願いしております。 

 続きまして、48ページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費です。 

 まず、地域未来投資促進事業でございま

す。 

 この事業は、熊本県地域未来投資促進基本

計画に定める自然共生型産業分野において、

高い付加価値を創生し、地域の事業者に対し

経済的効果を及ぼすことで、地域経済を牽引

する先進性の高い取組を支援する事業となっ

ております。 

 このたび、資材不足及び価格高騰の影響に

より、年度内の補助事業完了が困難な状況と

なりましたため、繰越明許費の設定をお願い

するものでございます。 

 また、下にあります中小企業ＤＸ推進事業

補助金につきましては、先ほど御説明させて

いただきましたとおり、国のコロナ交付金が

繰越可能となっておりますため、今回前倒し

で計上しており、繰越明許費の設定をお願い

するというものになってございます。 

 続きまして、49ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の追加です。 

いずれも、年度当初から業務委託を行う必

要があり、債務負担行為をお願いするもので

す。 

 続きまして、飛ばしまして、59ページをお

願いいたします。 

 第21号議案、財産の取得についてでござい

ます。 

 取得の目的は、熊本県産業技術センターに

おいて試験機器として使用するため、取得す

る物品が精密切削加工システム一式、取得の

相手方が米善機工株式会社、取得の予定価格

が7,139万円でございます。 

 この機器は、高い精度で溝加工や穴空けな

どの加工を行う機器であり、半導体製造装置

や自動車等の部品のほか、金型加工など様々

な用途での活用が可能であり、既存機器の耐

用年数超過や企業ニーズの高度化に対応する

ために導入することといたしました。 

 なお、取得の相手方の決定に当たりまして

は、一般競争入札を実施しており、議決をい

ただいた後に本契約を締結した上で導入する

予定でございます。 

 産業支援課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○岡山エネルギー政策課長 エネルギー政策

課です。 

 資料51ページをお願いします。 

 主な補正予算を説明いたします。 

 まず、表３段目、工鉱業振興費の説明欄、

(2)ＲＥ100電力供給・利用促進事業について

です。 

 所要見込額の減額ですが、再エネ100％で

企業活動をする宣言、いわゆるＲＥアクショ

ンの周知に当たって、ＲＥアクションの取得

促進事業と一体的に実施したため、300万円

余を減額するものです。 

 次に、その下、(3)再エネ100チャレンジ工

業団地等形成支援事業についてです。 

こちらも所要見込額の減額ですが、再エネ

を共同利用する施設整備への助成を行ってき

ましたが、再エネの共同利用の難しさなどか

ら、当該補助金への応募の見込みがないた
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め、２億4,940万円余を減額するものです。 

 資料52ページをお願いします。 

 当課としましては、表の最下段、補正額の

累計のとおり、総額２億5,490万円余の減額

をお願いするものです。 

 エネルギー政策課は以上です。 

 

○工藤企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 53ページをお願いいたします。 

 初めに、一般会計でございます。 

 右の説明欄をお願いいたします。 

 上段の２の(1)企業立地促進費補助でござ

いますが、これは、誘致した事業所の設備投

資や雇用に対する補助でございますが、企業

の操業開始が令和５年度以降に延期となった

こと等に伴う減額でございます。 

 下段、高度技術研究開発基盤整備事業等特

別会計繰出金でございますが、これは、工業

団地の売却等に伴い、一般会計からの繰り出

しの必要がなくなったことから、減額するも

のでございます。 

 次に、54ページをお願いいたします。 

 工業団地の整備に係る高度技術研究開発基

盤整備事業等特別会計でございます。 

 説明欄の２段目でございますが、工業団地

の売却に伴い、臨空テクノパーク及び菊池テ

クノパークの元金を繰上償還するものでござ

います。 

 また、３段目は、臨空テクノパークをはじ

め工業団地の売却収入の残金の一部を一般会

計に繰り出すものでございます。 

 55ページでございます。 

 繰越明許費でございます。 

 今年度から着手しております工業団地施設

整備事業におきまして、現地の測量や地質調

査等を実施する必要がございますが、実施に

時間を要するため、次年度への繰越しをお願

いするものでございます。 

 続きまして、56ページをお願いいたしま

す。 

 企業立地促進費補助に係る債務負担行為の

変更でございます。 

 企業立地促進費補助金の交付額が多額なも

のにつきましては、分割して交付しておりま

す。今回対象となる企業の設備投資の額が変

更されたことに伴いまして、債務負担行為の

変更をお願いするものでございます。 

 企業立地課は以上でございます。 

 

○中村亮彦委員長 次に、観光戦略部長から

総括説明を行い、続いて、担当課長から順次

説明をお願いします。 

 まず、原山観光戦略部長。 

 

○原山観光戦略部長 観光戦略部でございま

す。 

 観光戦略部関係の議案の説明に先立ちまし

て、県内観光の現状について御説明申し上げ

ます。 

 観光庁の直近の宿泊統計調査によります

と、県内の宿泊者数は、昨年９月から11月に

かけて、コロナ前の９割まで回復しておりま

す。インバウンドについても、昨年10月の水

際対策緩和以降徐々に増加しており、３月23

日には台北チャーター便の運航が決定するな

ど、明るい兆しが見えています。 

 また、５月８日からはコロナの感染法上の

位置づけが変更され、旅行マインドはさらに

高まると予想されます。 

 県としては、コロナ禍や物価高騰により厳

しい状況が続いてきた観光関連産業が、こう

した動きを追い風にしながら確実に回復でき

るよう、引き続き支援するとともに、新たな

誘客促進策に積極的に取り組んでまいりま

す。 

 それでは、観光戦略部の議案の概要につい

て説明申し上げます。 

 資料60ページをお開きください。 

 令和４年度２月補正予算は、既存事業の執
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行見込みを踏まえた減額と併せ、コロナ臨時

交付金をはじめ国の補正予算等を活用した事

業予算を計上し、総額で16億9,700万円余の

増額をお願いしております。 

 主なものを申し上げますと、事業者支援や

旅行需要喚起策として、宿泊事業者に対する

省エネ設備等の導入助成、令和２年７月豪雨

被災地域への宿泊旅行助成、デジタルクーポ

ンの活用促進などに要する経費を計上してい

ます。 

 また、ＴＳＭＣ進出を踏まえた取組とし

て、台湾からのインバウンド促進、国際交

流・多文化共生の推進などに要する経費を計

上しています。 

 あわせて、次年度への繰越し及び債務負担

行為の設定についてもお願いしております。 

 以上が今回提案しております議案等の概要

でございますが、詳細につきましては、この

後各課長から説明いたしますので、御審議の

ほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○中村亮彦委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いします。 

 

○久原観光交流政策課長 観光交流政策課で

ございます。 

 説明資料の61ページをお願いいたします。 

 ２月補正予算について、主なものを御説明

させていただきます。 

 上段、一般管理費について、1,290万円余

の増額補正をお願いしております。 

 説明欄の２番、『ONE PIECE』連携復興応援

事業について、1,458万円余を減額しており

ます。 

 地域の伝統工芸、文化、芸能と『ONE PIEC

E』を掛け合わせる熊本の魅力創造プロジェ

クトにおいて、昨年11月、清和文楽とコラボ

した特別公演を開催することができました

が、新たに企画されていたプロジェクトの協

議が今年度中に整わなかったことなどに伴い

減額するものでございます。 

 次に、諸費について、3,106万円余の増額

補正をお願いしております。 

 62ページをお願いいたします。 

 (2)ウクライナからの避難民受入支援事業

について、200万円の減額補正をお願いして

おります。 

 本県で受け入れたウクライナからの避難民

は、現在16名となっております。避難民の方

々の当座の生活に要する支援金について、今

後の受入れ予定を勘案し、減額するものでご

ざいます。 

 次に、(3)海外企業進出を踏まえた国際交

流・多文化共生推進事業について、4,041万

円余の増額補正をお願いしております。 

 コロナ後の本格的な渡航の再開やＴＳＭＣ

の進出による外国人住民の増加に際し、地域

における外国人の円滑な受入れを促進する交

流イベントの実施や民間団体が行う多文化共

生の取組について支援を行うものでございま

す。 

 63ページをお願いいたします。 

 ただいまの海外企業進出を踏まえた国際交

流・多文化共生推進事業について、今年度の

執行が完了できないため、併せて繰越明許費

の設定をお願いしております。 

 最後に、64ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 ６件の債務負担行為の追加を挙げておりま

す。全て４月１日からの業務執行が必要なこ

とから、債務負担行為の設定をお願いしてお

ります。 

 観光交流政策課は以上です。 

 

○川㟢観光企画課長 観光企画課でございま

す。 

 説明資料の66ページをお願いいたします。 

 ２月補正予算のうち、主なものについて説

明させていただきます。 

 説明欄２、観光客誘致対策費として、８億
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245万余の増額を計上しております。 

 (1)宿泊事業者燃料高騰等対策支援事業で

す。 

 これは、燃料価格高騰など物価高騰に直面

する宿泊事業者に対して、省エネ設備や省力

化につながるシステムなどの導入を助成する

ものでございます。 

 (2)被災地域の更なる魅力創造事業です。 

 令和２年７月豪雨被災地の観光復興を後押

しするため、観光客の受入れ環境整備やプロ

モーションなど、きめ細かな支援を展開する

ものでございます。 

 続いて、67ページです。 

 (5)被災地域産業再興支援事業の減額で

す。 

 令和２年７月豪雨被災地観光復興のための

事業ですが、事業については、交付金を活用

し、令和３年度２月補正予算を繰越しして執

行しております。このため、当初予算で計上

しました予算全額が不要になったことから、

減額するものでございます。 

 続きまして、(6)地域の活性化を牽引する

観光産業創造事業です。 

 この事業は、地域の特性を生かして、高い

付加価値を創出し、地域経済を牽引する事業

を促進するため、民間事業者の取組を支援す

るものでございます。２つの事業を採択して

おりましたが、１件の事業について、実施が

困難となったため、減額を行うものです。ま

た、残りの１件については、事業進捗に遅れ

が生じており、繰越明許費として、後ほど御

提案させていただきます。 

 続きまして、(9)宿泊事業者による環境に

配慮した受入環境整備支援事業は、宿泊施設

が行う感染症対策や環境に配慮した持続可能

な観光の推進を図る取組への補助を行ったも

のです。当該補助金の実績に伴う減額でござ

います。 

 続きまして、(10)民間活力によるくまもと

誘客加速化事業です。 

 民間事業者が取り組む熊本の魅力発信イベ

ントの開催や誘客キャンペーンの取組につい

て、補助事業として支援を行い、誘客を加速

化するものです。補助金の実績に伴い、減額

を行うものでございます。 

 次のページ、68ページをお願いいたしま

す。 

 ３、観光基本計画促進費として、2,000万

円の減額をお願いしております。 

これは、熊本県野外劇場アスペクタの照明

設備やステージ塗装などの改修工事を行った

ものですが、工事内容の精査、入札残が生じ

たことによる減額でございます。 

 次に、４、観光施設整備事業費として、

5,757万余の減額をお願いしております。 

 (1)観光標識整備事業については、観光標

識の点検業務あるいは補修、建て替えを行っ

たものです。執行残による減額でございま

す。 

 以上、２月補正予算として、合計７億

2,788万余の増額をお願いしております。 

 続きまして、次のページ、69ページです。 

 繰越明許費として、10億513万の設定をお

願いしております。 

 上から２つの事業は、補正予算で先ほど御

説明いたしました新規事業として提案してお

り、十分な期間が確保できないため、また、

下２つの事業については、事業進捗に遅れが

生じたことなどから、繰越明許費の設定をお

願いするものでございます。 

 続いて、次のページ、70ページをお願いし

ます。 

 債務負担行為を２件お願いしております。 

 九州７県や民間事業者で構成する九州観光

機構とツール・ド・九州開催に向け設置して

おります実行委員会事務局へ派遣しておりま

す職員の宿舎借り上げに係る経費について、

年度当初からの執行が必要なため、債務負担

行為の設定をお願いするものでございます。 

 観光企画課は以上でございます。 
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○石井観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 71ページをお願いいたします。 

 観光費につきまして、９億2,000万円余の

増額補正をお願いしております。 

 主なものを説明させていただきます。 

 ２、観光客誘致対策費でございます。 

 (1)クルーズ船観光客受入体制強化推進事

業ですが、主に八代港でのクルーズ船受入れ

において、旅行会社や関係機関との連絡調整

などに関する事業の執行残による減額でござ

います。 

 (3)「くまもと再発見の旅」(追加分)は、

全国からの誘客を図るため、実施している県

内宿泊、日帰り旅行の割引助成及び地域限定

クーポン券の配付に要する経費として、２億

9,900万円余の増額をお願いしております。 

 今年１月10日から割引率を40％から20％に

下げ、ソフトランディングを図りながら実施

しておりますが、このたび国から追加の予算

配分があったものです。 

 なお、事業期間については、現在、本年３

月31日までとなっておりますが、今議会で繰

越明許費の設定をお願いしておりまして、今

後、利用状況の調査等を行った上で、事業期

間の延長を行いたいと考えております。 

 (4)くまもと再発見プロジェクト及び(5)修

学旅行おもてなし支援事業については、当該

事業が令和３年度繰越予算での事業実施が可

能となったことに伴い、繰越しができない場

合に備え、令和４年度当初予算で計上してお

りました事業費について皆減するものです。 

 続きまして、72ページをお願いいたしま

す。 

 (9)旅するくまモンパスポート事業は、コ

ロナ禍において県内の周遊促進を図るため、

非接触型のデジタルクーポンを活用し、デジ

タルスタンプラリー等を実施しております

が、今後さらなる誘客促進を図るとともに、

熊本を訪れる方々のリピーター化を図る取組

として、割引クーポンの配付やデジタルプロ

モーションに要する経費として、１億2,300

万円の増額をお願いしております。 

 (10)新規事業の台湾インバウンド誘客強化

事業は、台湾からのインバウンドの誘客を強

化するため、県内に２泊以上宿泊する旅行商

品の造成及び販売の支援に要する経費でござ

います。 

 (11)新規事業の豪雨被災地域観光復興応援

事業は、豪雨被災地域の復興を後押しするた

め、球磨川流域及び津奈木町の13市町村にお

ける宿泊旅行等の割引助成及び地域限定クー

ポン券の配付に要する経費として、５億

1,200万円の増額をお願いしております。 

 続きまして、73ページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 先ほど御説明しました「くまもと再発見の

旅」(追加分）、旅するくまモンパスポート事

業、台湾インバウンド誘客強化事業及び豪雨

被災地域観光復興応援事業につきまして、今

年度から来年度にかけて事業を実施するた

め、繰越明許費の設定をお願いするもので

す。 

 続きまして、74ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 クルーズ船観光客受入体制強化推進事業に

つきまして、令和５年度当初から外国船の入

港に伴う受入れ業務が発生することから、当

該業務委託に係る経費について債務負担行為

の設定をお願いするものです。 

 観光振興課は以上です。 

 

○前田販路拡大ビジネス課長 販路拡大ビジ

ネス課でございます。 

 説明資料75ページをお願いします。 

 まず、２月補正予算のうち、主なものにつ

いて説明いたします。 
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 農業総務費として、１億5,100万円余の減

額補正をお願いしております。 

 右側説明欄１、農産物流通総合対策費の６

次産業化総合支援強化事業についてでござい

ますが、これは、輸出事業者が行うＨＡＣＣ

Ｐ等の対応施設の新設、改修等に係る国庫事

業です。待ち受け予算として確保しておりま

したが、採択件数や事業費が見込みを下回っ

たことにより、１億1,800万円余の減額をお

願いしています。 

 次に、２、ブランド確立・販路対策費の県

産農林水産物等輸出推進総合支援事業です。 

 海外市場のニーズ等に応じた生産加工体制

を構築する取組を支援する国庫補助事業で、

こちらも待ち受け予算として確保しておりま

したけれども、採択件数や事業費が見込みを

下回ったことにより、3,300万円余の減額を

お願いしています。 

 おめくりいただいて、76ページをお願いし

ます。 

 商業総務費として、１億5,700万円余の増

額補正をお願いしております。 

 右側説明欄２、物産振興費のコロナ対策

分、(1)くまもと県産品消費喚起緊急支援事

業を御覧ください。 

これは、国の経済対策に合わせた消費喚起

策として、県産品及び県産酒の消費拡大キャ

ンペーン等を実施するための経費です。１億

6,500万円の増額補正をお願いしておりま

す。 

 一番下の(5)のくまもと県産品魅力発信緊

急支援事業でございますけれども、これは、

アンテナショップでのキャンペーン等の事業

でございますが、所要見込額を下回ったた

め、減になったため、800万円の減額補正を

お願いしております。 

 77ページをお願いします。 

 次に、繰越明許費の設定でございます。 

 商工費として、１億6,500万円の繰越しを

お願いするものでございます。 

 先ほど説明いたしましたくまもと県産品消

費喚起緊急支援事業でございますけれども、

今年度から来年度にかけて事業を実施するた

め、繰越しの設定をお願いするものでござい

ます。 

 78ページをお願いします。 

 債務負担行為の追加で４件お願いしており

ます。 

 いずれも、４月の年度当初から業務遂行に

必要な事項について、債務負担行為の設定を

お願いするものでございます。上海事務所の

スタッフに係る経費や熊本県物産館仮店舗等

の賃借料、大阪での販路拡大や中小企業者の

ＩＴ化支援を行う専門スタッフに係る経費で

ございます。 

 販路拡大ビジネス課は以上でございます。 

 

○中村亮彦委員長 次に、企業局長から総括

説明を行い、続いて、担当課長から説明をお

願いします。 

 まず、竹田企業局長。 

 

○竹田企業局長 企業局でございます。 

 企業局関係の議案の概要につきまして御説

明申し上げます。 

 今回提案しております議案は、予算関係と

しまして、電気、工業用水道及び有料駐車場

の３事業会計につきまして補正予算をお願い

するものでございます。 

 資料の79ページをお願いいたします。 

 ３事業会計の補正予算をまとめた総括表で

ございます。 

 最下段の合計欄を御覧ください。 

 ３事業会計の収益的収支と資本的収支の合

計ですが、補正額として、収入総額で７億

3,700万円余の減額、支出総額で３億5,100万

円余の減額をお願いしております。 

 主な内容でございますが、３事業会計共通

のものとして、職員給与費の所要見込額を踏

まえた補正のほか、電気事業会計の収益的収
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支では、発電電力量の減や資本的収支での緑

川発電所リニューアル関連工事の完了による

工事費の確定等に伴う補正、工業用水道事業

会計におきましては、コンセッション方式の

運営権者が行う施設、設備の維持管理や更新

の経費が物価高騰等に伴い増加したことによ

る補正などでございます。 

 このほか、令和５年度当初から執行が必要

な業務の債務負担行為の設定をお願いしてお

ります。 

 詳細につきましては、この後、総務経営課

長が説明いたしますので、よろしくお願いい

たします。 

 

○中村亮彦委員長 続いて、担当課長から説

明をお願いします。 

 

○亀丸総務経営課長 総務経営課でございま

す。 

 企業局の２月補正予算の内容につきまして

御説明いたします。 

 説明資料の80ページをお願いいたします。 

 初めに、電気事業会計でございます。 

 収益的収入のうち、営業収益の３億800万

円余の減額は、今年度リニューアル工事が完

了した緑川第一及び第二発電所におきまし

て、売電価格に係るいわゆるＦＩＴ単価適用

の事務手続に不測の日数を要したことから、

当該単価による売電開始が後ろにずれたこ

と、また、９月の台風第14号により被災した

笠振発電所の発電停止、これらに伴う発電電

力量の減でございます。 

 収益的支出における営業費用の3,900万円

余の増額は、市房ダム管理負担金、庁舎維持

管理分担金及び職員給与費の所要見込額の増

などによるものでございます。 

 81ページをお願いいたします。 

 まず、下段の資本的支出から御説明いたし

ます。 

 建設改良費ですが、緑川発電所リニューア

ル関連工事完了等により、工事費が確定した

ことに伴い、工事費を減額しております。 

 荒瀬ダム関連事業につきましては、ダム跡

地周辺の県道かさ上げ工事で未施工の部分が

ございましたが、国の復旧工事と調整中であ

ることから、当該事業費を減額しておりま

す。 

 これらに伴いまして、上段の資本的収入に

おいて、緑川発電所リニューアル関連工事に

係る起債予定額及び荒瀬ダム関連事業に係る

交付金額についても減額しております。 

 82ページをお願いいたします。 

 工業用水道事業会計でございます。 

 収益的収入のうち、営業外収益の300万円

余の増額は、工業用水道施設における電気料

金高騰相当分の費用に対して国の交付金を活

用するため、一般会計からの繰入れを行うこ

となどによる補正でございます。 

 収益的支出のうち、営業費用の3,800万円

余の増額は、物価上昇などにより経費が増加

したコンセッションの運営権者に対する負担

金や、当初予算では想定していなかった八代

工業用水道における汚泥処理施設の修繕工事

に係る委託費の増などによるものでございま

す。 

 83ページをお願いいたします。 

 資本的収入のうち、補助金の800万円余の

減額は、今年度申請しておりました有明、八

代工業用水道の施設更新に係る国庫補助金の

交付額確定に伴う1,200万円余の減額などに

よるものでございます。 

 資本的支出のうち、建設改良費の3,100万

円余の増額は、八代工業用水道において、物

価上昇などに伴い、設備更新に係る工事費が

増加したことによるものでございます。 

 84ページをお願いいたします。 

 有料駐車場事業会計でございます。 

 駐車場事業につきましては、収益的収支に

おいて、職員給与費などの所要見込額に応じ

た補正を行っております。 
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 85ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 まず、電気事業会計では、86ページにかけ

まして、発電所設備の保守点検業務や情報処

理関連業務の委託、事務機器等の賃借など、

新年度４月１日から実施するものにつきまし

て、今年度中に契約する必要があることか

ら、それぞれ記載のとおり設定をお願いする

ものでございます。 

 最後に、87ページをお願いいたします。 

 工業用水道事業会計におきましても、設備

の保守点検委託業務等について、電気事業会

計同様、設定をお願いするものでございま

す。 

 企業局は以上でございます。 

 

○中村亮彦委員長 次に、労働委員会事務局

長から説明をお願いします。 

 

○吉野労働委員会事務局長 労働委員会事務

局でございます。 

 今回提案しております補正予算について御

説明をいたします。 

 説明資料の88ページをお願いいたします。 

 上段の委員会費でございますが、171万円

余の減額をお願いするものです。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

これは、主に定例総会等の開催回数減によ

り、委員報酬の所要見込額が減ったものでご

ざいます。 

 次に、下段の事務局費ですが、1,809万円

余の増額をお願いするものです。 

 内訳につきましては、右側の説明欄を御覧

ください。 

 １の職員給与費については、現在の職員の

配置に応じた所要額を確保するため、1,869

万円余の増額となるものです。 

 次に、２の運営費については、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、県外での会議

が減ったことなどから、旅費の所要見込額が

減額となったものでございます。 

 以上、労働委員会としては、最下段の

1,638万円余の増額補正をお願いするもので

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○中村亮彦委員長 以上で執行部の説明が終

わりました。 

 それでは、一括して質疑を受けたいと思い

ます。 

 質疑は、該当する資料のページ番号、担当

課と事業名を述べてからお願いします。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のままで説明をしてください。 

 なお、本日は先議の委員会でもありますの

で、付託議案を中心に、できるだけ簡潔に質

疑応答いただきますようお願いします。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○橋口海平委員 71ページ、くまもと再発見

の旅の追加分の予算が上がってます。 

 この前、報道で、不適切な受給かというよ

うな調査というような段階だと思うんです

が、結構数が多いような気がしたんですが、

それは、何であんなふうに数が多く、１社２

社だけじゃなく多くなっているのかなという

ような疑問があって、ちょっとその理由とか

今考えられることを教えていただければと思

います。 

 

○石井観光振興課長 ただいま質問のありま

したくまもと再発見の旅ですけれども、現

在、日帰り旅行において、補助対象外の景品

が含まれていた旅行商品があったということ

で、この実態等について調査をしているとこ

ろでございます。 

 原因についても調査中なんですけれども、

日帰り旅行の運用、これは補助対象外で周遊

切符の取扱いなんですけれども、これについ

て、事業者、そして事務局、県との間で取扱
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いに関する認識のそごがあっているんじゃな

いかというふうに考えておりますが、これに

ついても詳しく調査をしているところです。 

 今後、調査内容等精査して、事実関係等判

明次第、調査結果については御報告をさせて

いただきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○橋口海平委員 不適切があってはならない

と思っております。そんな中で、よく事業者

の方が、事務局のほうに電話してもなかなか

忙しくて取り次いでくれないという話も聞い

ております。多分とても業務が大変なんだろ

うなと思うんですが、そこのところの改善等

もしっかりしていただければと思いますの

で、よろしくお願いします。 

 

○中村亮彦委員長 ほかにございませんか。 

 

○鎌田聡委員 商工部長の総括説明の中で、

ＴＳＭＣの第２工場の話がございました。県

としては、まだお話は聞いてないというお話

でございましたけれども、これだけ日刊工業

新聞ですか、具体的に話が出ておりまして、

これから熊本を選んでいただくということは

うれしいということでお話ありましたけれど

も、一方で、やはり現在の規模の工場でも、

地下水の問題とか、非常にやっぱりこの問題

を中心に危惧されているわけですね。1.2万

トンですかね。 

 この新聞で見ますと、同規模のやつをやる

ということでございますけれども、あと先端

５ナノの半導体の製造を検討しているという

ことでありますけれども、やっぱり同じよう

な量の水を使うことになるんでしょうか。そ

こをちょっと教えていただきたいと。 

 

○工藤企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 水につきましては、現在のところ水量等は

全く把握はできておりません。ただ、製造過

程におきましては、相当の量を使われるとい

うのは間違いないと思っております。 

 ただ一方で、ＴＳＭＣ側から75％のリサイ

クルをされるというふうなお話も伺っており

ますので、できる限り地下水の保全あるいは

涵養等を環境部局とも連携しながら行いなが

ら、水の保全については取り組んでいきたい

というふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 当然、現在の建設予定の工場

の部分でも、そういった対応をしっかりとや

っぱり地下水保全の取組をやっていただきた

いと思いますけれども、加えて、第２工場の

話も出てまいりましたので、非常にやっぱり

市民、県民が不安を覚える部分もまた大きく

なるんじゃないかと思いますから、その点、

今後具体的にこれが現実になるのかどうかま

だ分からないと思いますけれども、こういっ

た動きと併せて、やっぱりそういった地下水

保全の取組をなお一層強化していただきたい

と、このことを要望しておきたいと思いま

す。 

 それと、もう１点いいですか。 

 引き続き、62ページですね、観光交流政策

課ですけれども。 

 今日でロシアのウクライナ侵攻から１年が

経過をしたということで、まだまだ先行き不

透明というような状況でございまして、県内

に避難民が今16名ということで、先ほどお話

ございました。 

 これからまた避難民の方のいらっしゃる期

間も延びていかざるを得ないという状況で、

今回は支援金の減額ということになっており

ますけれども、国のほうの支援金は、何か１

年間延長ということでされるということであ

りますけれども、支援金が非常にやっぱり額

的に厳しい額じゃないかなと。2,400円です

かね、１日最高で。そういう中で、さらにま
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たこちらにいらっしゃる期間が延びるという

ことであれば、やっぱり就労ですね。就労の

支援あたりもしっかりとやっていく必要があ

ると思うんですよ。 

 これからサポートセンターあたりもまだ継

続されると思いますけれども、その辺何か具

体的に、こちらできちんと生活を不自由なく

できるような対応をやっていただきたいと思

いますけれども、その辺はいかがでしょう

か。 

 

○久原観光交流政策課長 観光交流政策課で

ございます。 

 ウクライナからの避難民ですが、これまで

16名の方がこちらに来られてまして、１名の

方は、実は転出をされておられます。なの

で、今県内におられるのは15名ということで

す。 

 その１名につきましても、受入れをされて

いた団体のほうで就職活動のほうもかなり手

厚く支援をされまして、就職も兼ねて、ほか

の都道府県に転出をされたというようなこと

でございます。 

 それから、残りの避難民の方々について

も、一部就労を始めていらっしゃる方もいら

っしゃいます。各避難民の方々にそれぞれに

支援の団体等もかなり手厚くサポートをして

いるような段階でもございます。 

 支援金についてですが、この事業を来年度

も引き続き計上させていただいているところ

なんですけれども、様々な団体から、国の支

援金、それから日本財団の支援金、そしてう

ちのほうが当座の生活の支援金、それから住

宅の支援あるいは生活用具の支援という物的

な支援もございます。 

 そういった現状もございまして、これから

も避難民の方々にも意見をお聴きしながら、

もしも何か不足するようなものがあるという

ことであれば、検討をしてまいりたいと思っ

ております。 

 

○鎌田聡委員 まだなかなか終わりが見えな

い状況で、様々な支援金が準備をされて対応

されているということでございましたけれど

も、なかなか、やっぱり異国の地での生活も

含め、生活面のサポートも、お金の面も、い

ろんな精神面の問題とか、いろんな問題が出

てくると思いますので、就労の話も、ぜひ、

団体さんが頑張られているということでござ

いますけれども、そういうふうにしっかりと

生活できるように、安心して生活できるよう

な対応を、これからも引き続きお願いしたい

と思いますので、どうぞよろしくお願いしま

す。 

 

○中村亮彦委員長 ほかにございませんか。 

 

○髙野洋介委員 企業局にお尋ねしたいんで

すけれども、最初確認からなんですけれど

も、80ページなんですけれども。 

今年度の当初の予定が7,200万ぐらいの黒

字を予定してたのが、最終的に今年度がマイ

ナス２億7,500万円の赤字ということでいい

んでしょうか。 

 

○亀丸総務経営課長 今委員のおっしゃった

とおりの収入と支出の差になりますので、今

年度は、２億7,500万円余の赤字ということ

に電気事業はなります。 

 

○髙野洋介委員 ずっと今まで企業局の事業

を見てきたんですけれども、この間、計画を

見直しましたよね。いろいろな中期計画、長

期計画の中で、黒字をずっとやっていくとい

うような予定をされてた中で、一発目からこ

の赤字ということになると、今後の計画の見

直し等も考えてらっしゃるんでしょうか。 

 

○亀丸総務経営課長 今年度、電気事業会計

におきまして、赤字になったというふうな原
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因は、そこに補正額、収益的収入３億800万

円余の減額をしておりますけれども、これ

は、御説明いたしましたとおり、緑川発電所

がＦＩＴ単価での発電を見込んでおりまし

た。それが１か月か２か月ほど事務手続に時

間を要したために適用の時期がずれ込んだと

いうことで、３億円の赤字ということになっ

ております。 

 ただ、ＦＩＴ適用単価につきましては、20

年間ということで適用されますので、スター

トの時期が１～２か月遅れましたけれども、

最終的に240か月、20年間は確保、担保され

ておりますので、ＦＩＴ単価の適用がちょっ

とずれたということになりますので、20年間

の収入としては変わらないということでござ

います。 

 

○髙野洋介委員 理屈は分かりますが、これ

まで、企業局さんは、そういった形で、自分

たちはずっと黒字をやっていくんだと言いな

がら赤字になって、ずっと赤字が続いている

ような状況ですよ。だから、ちょっといまい

ち信用ができるかできないかは個人の判断で

すけれども、そういったところをもう少しシ

ビアに――そもそもまず、なぜそのＦＩＴの

手続が遅れたのかということからきちんと解

明をして、改善をしていかないと、私は駄目

だと思うんですよ。 

 で、何か今の言い方だったら、遅れたのが

当然みたいな言い方をされるんですけれど

も、そこに対して何か問題点はあったんです

か。 

 

○亀丸総務経営課長 事務手続の遅れに関し

ましては、送配電事業者の同意に時間がちょ

っとかかったということでございまして、そ

こにつきましては、事業者側の判断で時間が

かかったということですので、うちとしては

やむを得なかったのかなというふうには考え

ております。 

 ただ、委員御指摘のとおり、今年度につき

まして、これだけの赤字が出たというふうな

ことでございますので、それにつきまして

は、今後の発電を順調に行っていくというこ

とで、ぜひ取り返していきたいというふうに

考えております。 

 

○髙野洋介委員 はい、分かりました。 

 今ずっと電力料金が電気代が上がってるわ

けじゃないですか。その中で、やっぱり相手

方とも話をしながら、結局、皆さん方はＦＩ

Ｔの価格で売電する、けれども、消費者とか

家庭には高い金額の請求が行く、だから――

だったらこっちも上げてもらわないといけな

いわけですよね。じゃないとフェアじゃない

ですよね。こっちはそのままの金額で、利用

者ばっかりというか、消費者ばっかり上がっ

たら何の元も子もないので、そこは含めてき

ちんと――恐らく九電だと思いますけれど

も、九電と話をしながら、九電さんも努力は

されてると思います。けれども、そこは、や

っぱり家庭の電気料金というのも見た中で、

皆様方がきっちり九電とも話をしながらやっ

ていただきたいというふうに思っておりま

す。 

 また、見直しがあるときには、また見直し

になるなり、議会のほうにもしっかり御報

告、相談をしていただきますようによろしく

お願いします。答弁要りません。 

 以上です。 

 

○中村亮彦委員長 ほかにございませんか。 

 

○吉永和世委員 ＴＳＭＣ絡みでお尋ねした

いんですけれども、昨日、西村経済産業大臣

がお見えになって講演を聞くことができまし

て、このプロジェクト、国の重点施策である

ということで、しっかり熊本頑張っていただ

きたいという話もございました。 

 熊本においては、希望と、あと課題と不安
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というのがあるわけでございまして、その一

つ一つ対応していかなくちゃならないと思う

んですけれども、今もう企業集積も進んでま

すし、今回の第２工場の話もありますし、経

済界の話の中で、今熊本は世界から注目され

ていると。やはり半導体があるところには企

業が来る可能性があるんだって話もございま

したので、そういったことを考えますと、今

工業団地を増設するという話がありますけれ

ども、その部分で果たして対応できるのかと

いうのも、ちょっと不安な部分も出てきてい

るのかなというふうに思いますので、その計

画をしっかりとまた再度見直すとか、何かそ

ういったことも必要じゃないのかなと若干ち

ょっと思った部分がございます。そこら辺の

検討というのは、されるようなことは考えて

いらっしゃるのかどうか、ちょっとお尋ねし

たいと思います。 

 

○工藤企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 御質問ありがとうございます。 

 工業団地につきましては、今県営で２つ新

しい工業団地を計画しております。合志市と

菊池市ということで準備を進めております。

 その一方で、周辺の市町村さん、例えば合

志市ですとか大津ですとか、周辺の市町村さ

んも御準備されておりますので、そういった

周辺の市町村さんと県のほうで合わせなが

ら、工業団地については準備していきたいと

いうふうに思っております。 

 また、委員おっしゃったように、今後いろ

んな企業が出てまいりますことが考えられま

すので、民間の土地も活用しながら、できる

限り熊本に多くの集積があるように努力して

いきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○吉永和世委員 そこら辺しっかりと検討す

べきは検討して、改善すべきは改善するとい

うことで対応いただきたいというふうに思い

ます。 

 それと、経済界の方々から話があったんで

すけれども、やはり人材不足というのが非常

に深刻であるということでございました。集

まるところには集まるんですが、抜けていく

ところもあるし、もともと集まらないところ

もあるしということで、このバランスが非常

に大事になってくるというふうに思います。 

 やはり出てきた話が、やっぱり外国人の活

用をどうにかできないものかという相談がご

ざいます。これは、もう技能実習生あるいは

特定技能があるわけなんですけれども、そこ

をうまくしっかり活用していかないと、この

バランスが崩れてしまうと、ちょっと経済的

にもおかしくなってしまうので、せっかくい

い話があるのに、それが悪い部分が見えてし

まったらしようがないので、そこら辺のバラ

ンスをしっかりと持っていくような形で取り

組んでいただきたいと思うんですけれども、

やはり各業種業種で状況があると思うので、

そこら辺しっかりと意見交換なりしていただ

いて、今後の雇用環境というのを体制という

のをしっかりと構築していくべきじゃないの

かな、特に熊本はという、そんな感じがしま

すので、そこら辺の対応をぜひお願いしたい

と思いますが、何かあればお答えいただきた

いと思いますが。 

 

○工藤労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 半導体人材の確保についての御不安につい

ての質問かと思います。 

 私どものほうとしては、半導体人材育成会

議を通じて、産業界、また、教育機関、熊大

であったり、高専であったり、また、民間の

育成事業者もございますので、そういった方

々と常に意見交換をしていって、どういう人

材が必要かということをキャッチしながら整

合を取っていきたいと考えております。 
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 引き続き、関係者とは良好な関係を築いて

いきたいと思ってますので、御理解いただけ

ればと思っております。 

 

○吉永和世委員 ＴＳＭＣ関係だけじゃなく

て、商工、中小零細企業、そういった商工団

体。大きいところはいいんですよ。小さいと

ころは困っているという現実がありますか

ら、そこら辺のしっかりとした企業を育成し

ていくというのも大事なことなので、ＴＳＭ

Ｃばっかり見とってもしようがない。やはり

地場の企業もしっかりと見ていかないと、お

かしくなってしまいますので、そこら辺もし

っかり対応いただきたいなというふうに思い

ます。 

 

○中村亮彦委員長 ほかにございませんか。 

――なければ、以上で質疑を終了します。 

 それでは、説明員の入替えを行いますの

で、ここで約５分間休憩をいたします。 

再開は、11時55分から再開いたします。 

  午前11時46分休憩 

   ―――――――――――――― 

  午前11時54分開議 

○中村亮彦委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 それでは、ただいまから本委員会に付託さ

れました議案第１号、第２号、第10号、第14

号から第16号まで、第19号及び第21号につい

て、一括して採決したいと思いますが、御異

議ありませんか。 

   (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○中村亮彦委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外７件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○中村亮彦委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外７件は、原案のとおり

可決することに決定をいたしました。 

 次に、その他に入りますが、今定例会にお

いては、３月に後議分の委員会もありますの

で、本日は急を要する案件についてのみ質疑

をお願いします。 

 何かございますか。 

  (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○中村亮彦委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、要望書が２件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付いたし

ております。 

 それでは、これをもちまして第６回経済環

境常任委員会を閉会いたします。 

  午前11時56分閉会 
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